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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 
２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．第28期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。第29期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、平成22年６月30日をもって

権利行使期間が終了したことにともないストック・オプションが消滅し、潜在株式が存在しなくなったため

記載しておりません。 

  第28期第３四半期会計期間及び第28期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効
果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第29期第３四半期会計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、平成22年６月30日をもって権利行使期間が終了したことにとも

ないストック・オプションが消滅し、潜在株式が存在しなくなったため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第28期

第３四半期 
累計期間 

第29期
第３四半期 
累計期間 

第28期
第３四半期 
会計期間 

第29期 
第３四半期 
会計期間 

第28期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日  

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  3,897,046  3,492,583  1,270,211  1,204,140  4,823,089

経常利益（千円）  234,660  200,473  106,406  118,763  16,474

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 231,914  △199,962  390,240  114,096  55,851

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  655,734  655,734  655,734

発行済株式総数（株） － －  8,937,840  8,937,840  8,937,840

純資産額（千円） － －  3,970,461  3,586,837  3,781,391

総資産額（千円） － －  5,040,775  4,675,320  4,673,566

１株当たり純資産額（円） － －  487.24  445.34  469.51

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円） 

 28.46  △24.83  47.89  14.17  6.86

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  78.7  76.7  80.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 17,644  196,541 － －  △293,028

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 106,588  128,151 － －  118,555

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △3,358  △3,231 － －  △16,273

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  744,404  751,334  433,112

従業員数（人） － －  197  155  159
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 当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

  （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者（講師、契約社員、アルバイ

ト）数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 155  (1,645)
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(1）販売方法 

 主に募集要項に基づき、直接生徒を募集しております。 

  

(2) 販売実績 

   当社は教育関連事業のみの単一セグメントであるため、当第３四半期会計期間の販売実績を部門別に示すと、 

 次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第３四半期会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、重要な変

更があった事項は、次のとおりであります。 なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在におい

て当社が判断したものであります。 

  

（提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出

会社の経営に重要な影響を及ぼす事象）  

 当社は、前事業年度におきまして、経常利益、当期純利益はプラスに転じたものの、４期連続で営業損失の計

上、営業キャッシュ・フローのマイナスを計上し、「継続企業の前提に関する重要事象等」が存在しておりまし

た。 

 当該状況を解消するため、少子化や競争の激化への対応策として、大学受験に偏らない顧客年齢層の垂直展開を

推し進め、前々期には、乳幼児から中学生までを対象としたｅラーニング及び乳幼児教室の展開に着手するととも

に、個別指導部門おいて「成績保証制度」を導入し、他社との差別化を図ってまいりました。また、個別指導ＦＣ

部門につきましても、当事業年度に入り既に26教室を開校し（平成22年12月末現在60教室）、加えて、予備校部門

におきましては、当事業年度４月に、高３受講生を対象として、入試結果に不満足の場合、翌年度の高卒生授業料

を無償とする「現役合格保証コース」を新設したことによって生徒減に歯止めがかかり、中学生以下の生徒数増加

と併せて、その成果は着実に生徒募集の構造に変化をもたらしてまいりました。  

 その結果、当第３四半期累計期間では営業利益を169百万円計上し、営業キャッシュ・フローも196百万円の収入

となり、また、通期業績についても営業利益を予想していることから、「継続企業の前提に関する重要事象等」は

解消したと判断しております。  

第２【事業の状況】

１【販売の状況】

部門別 

  
    当第３四半期会計期間 
   （自 平成22年10月１日 
   至 平成22年12月31日） 

  

  
    前年同四半期比（％）  

      

予備校部門（現役高校生） (千円)  626,071  △9.6

予備校部門（高校卒業生） (千円)  128,011  △3.7

個別指導部門（直営） (千円)  321,054  △1.3

個別指導部門（ＦＣ） (千円)  28,006  168.1

映像授業部門 (千円)  55,245  △4.0

ＩＴ・乳幼児教育部門(千円)  22,770  8.4

中高受験部門 (千円)  17,921  △18.2

その他(千円)  5,059  △38.6

合計 (千円）  1,204,140  △5.2

２【事業等のリスク】
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 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。  

（１）業績の状況 

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国向けの輸出増や政府の経済対策効果によって企業及び個

人消費に一部持ち直しの動きが見られたものの、円高の進行や雇用環境などの先行き不透明感から国内景気は厳し

い状況で推移いたしました。 

当業界におきましても、行政の子ども手当や高等学校授業料無償化等の追い風はあるものの、家計の逼迫を受

けて非受験学年の通塾意欲が減退し、新たな顧客層の獲得に向けて合従連衡を含めた競争がさらに加速されており

ます。 

 このような情勢の中で当社は、前事業年度に引き続き、「総合的な教育企業」の理念を推し進めるとともに、当

事業年度に新たに立ち上げた「現役合格保証制度」を全面に出すことによって、中核事業である予備校部門の立て

直しに注力してまいりました。その結果、２学期入学者数及び冬期講習受講者数において前年実績を上回り、売上

予算目標を達成いたしました。 

 さらに個別指導直営部門におきましては子ども手当支給を捕らえた特別キャンペーンによって前事業年度を上回

る入学者数を獲得しております。個別指導ＦＣ部門におきましても当第３四半期会計期間では14教室を開校し全60

教室にいたっております。 

ＩＴ・乳幼児教育部門におきましては小中学生を対象としたｅラーニングについて、法人営業の強化とともに

個人向けのくぼたのうけんのＷＥＢスクール同様、安定したアクセス数が続いております。また、乳幼児教育「く

ぼたのうけん」の教室展開におきましては、自由が丘教室に続いて新たに横浜教室を開講し、予想を上回る集客を

実現しております。 

 この結果、当第３四半期会計期間における売上高は、前事業年度に一部不採算校舎を閉鎖した影響もあり、

1,204百万円（前年同四半期比5.2％減）となり、営業利益が105百万円（前年同四半期比27.4％増）、経常利益が

118百万円（前年同四半期比11.6％増）、四半期純利益が114百万円（前年同四半期比70.8％減）となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、751百万円となりました。 

 当第３四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、206百万円の収入（前年同四半期比22百

万円減）となりました。これは主に、税引前四半期純利益117百万円計上したことに加え、売上債権の減少額が69

百万円あったこと、未払金の増加額が37百万円あったことなどに対し、前受金の減少額が53百万円あったことなど

によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、24百万円の収入（前年同四半期比70百万

円減）となりました。これは主に、敷金及び保証金の回収による収入48百万円があったことなどに対し、有形固定

資産の取得による支出が20百万円あったことなどによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、１百万円の支出（前年同四半期比０百万

円減）となりました。これは、リース債務の返済による支出が１百万円あったことなどによるものであります。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  （４）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画  

 当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更があったものは、次のとおりであります。 

（新設） 

 藤沢新校舎において、計画の一部を変更したため、投資予定金額は当初の14,691千円から62,450千円に変更しま

した。  

  

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  33,000,000

計  33,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

 普通株式  8,937,840 同左   

大阪証券取引所  

ＪＡＳＤＡＱ  

（スタンダード）  

単元株式数  

1,000株 

計  8,937,840 同左   － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日 
 －  8,937,840  －  655,734  －  652,395

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。  

 ①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   883,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他）  普通株式  8,049,000  8,049 単元株式数 1,000株 

単元未満株式   普通株式    5,840 － － 

発行済株式総数             8,937,840 － － 

総株主の議決権 －  8,049 － 

  平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社城南進学研究社 
神奈川県川崎市川崎区駅

前本町22-２ 
 883,000  －  883,000  9.89

計 －  883,000  －  883,000  9.89

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  155  152  135  143  138  126  115  139  110

最低（円）  127  123  108  118  107  103  101  91  97
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１）退任役員 

  

（２）役職の異動  

  

  

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 
経営戦略室長 
兼中高受験推進室長 

久野 貴裕 平成22年12月10日

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 管理本部担当  代表取締役社長 管理部担当 下村 勝己 平成23年２月11日

常務取締役 

第一事業本部兼 
中高受験推進室兼 
新規事業推進室担
当   

常務取締役 第一事業本部担当 柴田 里美 平成22年12月11日

常務取締役 

事業本部兼映像事
業推進室兼中高受
験推進室担当   

常務取締役
第一事業本部兼中
高受験推進室兼新
規事業推進室担当 

柴田 里美 平成23年２月11日

取締役   経営戦略室長  取締役 第二事業本部長 北村 次人 平成23年２月11日
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22

年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 765,032 402,036

売掛金 43,314 75,992

有価証券 7,407 31,076

商品 33,195 31,896

その他 321,699 406,742

貸倒引当金 △259 △510

流動資産合計 1,170,389 947,234

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  724,572 ※1  747,434

土地 834,674 834,674

その他（純額） ※1  65,714 ※1  74,926

有形固定資産合計 1,624,961 1,657,035

無形固定資産 62,905 78,501

投資その他の資産   

投資有価証券 192,189 186,487

敷金及び保証金 862,408 1,060,653

投資不動産（純額） ※2  490,001 ※2  492,728

その他 288,853 267,316

貸倒引当金 △16,390 △16,390

投資その他の資産合計 1,817,063 1,990,795

固定資産合計 3,504,930 3,726,332

資産合計 4,675,320 4,673,566
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 26,661 16,115

未払法人税等 10,969 17,719

前受金 176,970 248,182

賞与引当金 6,419 31,854

校舎再編成損失引当金 34,226 52,125

資産除去債務 117,104 －

その他 309,239 371,417

流動負債合計 681,590 737,415

固定負債   

繰延税金負債 14,253 3,350

退職給付引当金 136,475 117,235

資産除去債務 223,788 －

その他 32,374 34,173

固定負債合計 406,892 154,760

負債合計 1,088,482 892,175

純資産の部   

株主資本   

資本金 655,734 655,734

資本剰余金 652,395 652,395

利益剰余金 3,484,297 3,684,259

自己株式 △309,291 △309,291

株主資本合計 4,483,135 4,683,097

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,196 787

土地再評価差額金 △902,493 △902,493

評価・換算差額等合計 △896,297 △901,705

純資産合計 3,586,837 3,781,391

負債純資産合計 4,675,320 4,673,566
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 3,897,046 3,492,583

売上原価 3,086,516 2,724,648

売上総利益 810,530 767,934

販売費及び一般管理費 ※  622,330 ※  598,492

営業利益 188,199 169,441

営業外収益   

受取利息 3,027 2,296

受取配当金 5,305 2,625

投資有価証券売却益 4,705 434

受取賃貸料 32,872 29,700

その他 12,093 10,811

営業外収益合計 58,004 45,868

営業外費用   

支払利息 316 179

為替差損 － 3,980

不動産賃貸原価 9,835 10,418

その他 1,390 257

営業外費用合計 11,542 14,836

経常利益 234,660 200,473

特別利益   

貸倒引当金戻入額 112 250

役員退職慰労引当金戻入額 330,425 －

特別利益合計 330,538 250

特別損失   

固定資産除却損 700 2,089

減損損失 17,992 91,206

投資有価証券売却損 72 －

投資有価証券評価損 5,497 3,868

校舎再編成損失 13,804 4,946

校舎再編成損失引当金繰入額 113,637 34,226

事業構造改善引当金繰入額 163,373 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 253,016

特別損失合計 315,078 389,352

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 250,121 △188,628

法人税、住民税及び事業税 18,207 6,421

法人税等調整額 － 4,913

法人税等合計 18,207 11,334

四半期純利益又は四半期純損失（△） 231,914 △199,962
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 1,270,211 1,204,140

売上原価 1,023,772 912,016

売上総利益 246,438 292,123

販売費及び一般管理費 ※  163,650 ※  186,632

営業利益 82,788 105,491

営業外収益   

受取利息 849 568

受取配当金 2,521 919

投資有価証券売却益 4,705 －

受取賃貸料 10,872 9,900

その他 5,756 3,726

営業外収益合計 24,705 15,114

営業外費用   

支払利息 54 32

為替差損 － 816

不動産賃貸原価 1,032 983

その他 － 10

営業外費用合計 1,087 1,842

経常利益 106,406 118,763

特別利益   

貸倒引当金戻入額 541 250

役員退職慰労引当金戻入額 330,425 －

賞与引当金戻入額 － 12,761

特別利益合計 330,967 13,011

特別損失   

減損損失 882 14,566

校舎再編成損失 4,753 159

校舎再編成損失引当金繰入額 14,847 －

事業構造改善引当金繰入額 21,293 －

特別損失合計 41,776 14,726

税引前四半期純利益 395,597 117,049

法人税、住民税及び事業税 5,356 2,400

法人税等調整額 － 552

法人税等合計 5,356 2,952

四半期純利益 390,240 114,096
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

250,121 △188,628

減価償却費 102,897 81,315

減損損失 17,992 91,206

貸倒引当金の増減額（△は減少） △112 △250

賞与引当金の増減額（△は減少） △26,902 △25,434

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 163,373 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,089 19,240

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △330,425 －

受取利息及び受取配当金 △8,333 △4,921

支払利息 316 179

為替差損益（△は益） △937 3,980

固定資産除却損 700 2,089

投資有価証券売却損益（△は益） △4,632 △434

投資有価証券評価損益（△は益） 5,497 3,868

校舎再編成損失 13,804 4,946

校舎再編成損失引当金繰入額 113,637 34,226

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 253,016

売上債権の増減額（△は増加） 18,823 32,678

たな卸資産の増減額（△は増加） 11,308 1,107

仕入債務の増減額（△は減少） 21,985 10,545

未払金の増減額（△は減少） △397,171 △56,078

前受金の増減額（△は減少） △49,295 △71,212

その他 102,782 17,550

小計 25,518 208,990

利息及び配当金の受取額 8,196 4,553

利息の支払額 △316 △179

事業構造改善に伴う支出 － △9,000

法人税等の支払額 △22,873 △8,748

法人税等の還付額 7,120 925

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,644 196,541

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △21,846

有価証券の償還による収入 30,000 －

有形固定資産の取得による支出 △49,708 △26,840

無形固定資産の取得による支出 △31,164 △3,351

投資有価証券の取得による支出 － △33,800

投資有価証券の売却及び償還による収入 46,219 36,062

貸付けによる支出 △1,900 △840

貸付金の回収による収入 5,828 1,815

敷金及び保証金の差入による支出 △6,495 △13,068

敷金及び保証金の回収による収入 144,832 230,009

校舎再編成に伴う支出 △44,136 △60,670

その他 13,112 20,680

投資活動によるキャッシュ・フロー 106,588 128,151
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 49,990 50,000

短期借入金の返済による支出 △49,990 △50,000

リース債務の返済による支出 △3,304 △3,177

配当金の支払額 △53 △53

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,358 △3,231

現金及び現金同等物に係る換算差額 937 △3,239

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 121,812 318,221

現金及び現金同等物の期首残高 622,592 433,112

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  744,404 ※  751,334
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当第３四半期会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  

   

  

 該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
  
  

当第３四半期累計期間
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年12月31日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。  

これにより、当第３四半期累計期間の営業利益は3,226千円減少、経常利益は3,244千円

減少し、税引前四半期純損失は330,724千円増加しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は265,539千円であります。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が、前事業年度末にて算定したも

のと著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定する方法によっております。 

２．棚卸資産の評価方法   棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

３．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定して算定する方法によっております。繰延税金資産の

回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前事業年度にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によ

っております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前事業年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

  

※２ 投資不動産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

  

1,531,378

62,030

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

           

※２ 投資不動産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

  

1,489,198

59,304

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

  次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

  次のとおりであります。 

広告宣伝費 千円174,032

給料手当 千円196,366

役員報酬 千円22,923

減価償却費 千円32,893

租税公課 千円19,850

賞与引当金繰入額 千円4,061

退職給付費用 千円19,049

広告宣伝費 千円176,967

給料手当 千円188,483

役員報酬 千円20,422

減価償却費 千円17,531

租税公課 千円20,386

賞与引当金繰入額 千円2,511

退職給付費用 千円19,096

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

  次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

  次のとおりであります。 

広告宣伝費 千円25,699

給料手当 千円62,304

役員報酬 千円5,607

減価償却費 千円12,052

租税公課 千円4,021

賞与引当金繰入額 千円3,528

退職給付費用 千円6,485

広告宣伝費 千円50,921

給料手当 千円64,272

役員報酬 千円6,771

減価償却費 千円5,741

租税公課 千円5,064

退職給付費用 千円6,412
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当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22

年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日） 

 売掛金及び買掛金が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。 

  

  
（注） 金融商品の時価の算定方法 

  売掛金及び買掛金   

 短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿価額

によっております。なお、売掛金については、信用リスクを個別に把握することが極めて困難なため、貸倒引

当金を信用リスクと見做し、時価を算定しております。 

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

  表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

  表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

  

 現金及び預金勘定 713,646 千円 

 有価証券勘定 30,758   

 現金及び現金同等物 744,404   

 現金及び預金勘定 765,032 千円 

 預入期間が３か月を超える定期預金 △21,105   

 有価証券勘定 7,407   

 現金及び現金同等物 751,334   

（株主資本等関係）

8,937,840

883,889

（金融商品関係）

科目 
四半期貸借対照

表計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円）

(1）売掛金  43,314  43,314 － 

(2）買掛金  26,661  26,661 － 
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有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額に当事業年度期首と比して著しい変動が認められないた

め、注記を省略しております。 

  

当社は、教育関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。   

  

（追加情報） 

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。   

賃貸等不動産において、前事業年度の末日に比べ著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

   

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前事業年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 445.35円 １株当たり純資産額 469.51円

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 28.46円 １株当たり四半期純損失金額 24.83円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失であり、また、平成22年６月30日

をもって権利行使期間が終了したことにともないストッ

ク・オプションが消滅し、潜在株式が存在しなくなったた

め、記載しておりません。 

  
前第３四半期累計期間

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  231,914  △199,962

普通株主に帰属しない金額（千円）   －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 231,914  △199,962

期中平均株式数（株）  8,148,951  8,053,951

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ ストックオプション権利行使期

間終了にともない消滅したもの

の明細  

平成15年６月27日 定時株主総

会決議 普通株式 219,000株

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 47.89円 １株当たり四半期純利益金額 14.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

平成22年６月30日をもって権利行使期間が終了したことに

ともないストック・オプションが消滅し、潜在株式が存在

しなくなったため、記載しておりません。 

  
前第３四半期会計期間

（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（千円）  390,240  114,096

普通株主に帰属しない金額（千円）   －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  390,240  114,096

期中平均株式数（株）  8,148,951  8,053,951

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ ストックオプション権利行使期

間終了にともない消滅したもの

の明細  

平成15年６月27日 定時株主総

会決議 普通株式 219,000株
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月12日

株式会社城南進学研究社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小川 一夫  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 長南 伸明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社城南進

学研究社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第28期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社城南進学研究社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終

了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が 

            別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月14日

株式会社城南進学研究社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 松浦 康雄  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 長南 伸明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社城南進

学研究社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第29期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から

平成22年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社城南進学研究社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終

了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。 

  

 追記情報  

 「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間

より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が 

            別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2011/02/14 20:33:3010706160_第３四半期報告書_20110214203307


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】
	１【販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期財務諸表】 
	（１）【四半期貸借対照表】 
	（２）【四半期損益計算書】 
	（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



